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論 文 内 容 の 要 旨 
  
 戦後のモータリゼーションの進展以降、道路を共有する路面電車は廃止に追い込まれ、バスの利用
者は年々減少し、そのサービスは著しく低下しつつある。このことは、高齢化の進展に伴って移動制
約を受ける人々の増加をもたらしている。また、一方では、郊外大型ショッピングセンターの開発も
相まって、衰退する都心部での回遊性を著しく損なう結果となっている。また、郊外型団地では、少
子高齢化に伴う利用者の減少によってセンター機能が低下するにつれて、買い物等の移動すら困難な
状況が見られるようになっている。 
 このような状況の中、人の移動の根幹である徒歩交通とその延長線上にある公共交通、とりわけバ
ス利用に対する支援システムが求められている状況にあると言える。 
そこで、本研究では、今後の高齢化社会における都心部の活性化と郊外団地居住者に対する生活利
便性向上のための移動支援策を提案し、それぞれケーススタディを通してその評価を試み、それらの
実現化に供することを目的としている。 
本論文は６章で構成されている。 
第１章では、上記のような社会背景と本研究の目的と意義を明らかにし、加えて、本研究の主要な
課題を論文の全体構成として示した。 
第２章では、高齢化社会における徒歩交通の位置づけと課題を示した上で、従来の徒歩に代表され
る短距離交通計画を概観するとともに、高齢化社会に対応した短距離交通計画に必要な視点を整理し
た。特に、本研究では、徒歩を単体としてとらえるのではなく、公共交通を含めた一連の移動を徒歩
交通として位置づけ、それを直接・間接に支援する交通システムの検討が必要であることを示した。 
第３章では、直接・間接それぞれの徒歩交通支援システムの事例を通して、検討すべき課題を整理
し、特に地域特性に対応した支援の考え方が重要であることから、都心回遊のための徒歩交通支援策
と郊外団地の買い物支援のためのバスと徒歩の統合交通システムの必要性を提示した。 
第４章では、徒歩を直接支援するシステムとして「動く歩道」を活用した徒歩交通支援システムを
提案し、ケーススタディを通して、利用者意識と行動に関する分析およびシステム管理の面からの費
用便益分析に基づいてその評価を試みた。 
第５章では、間接的に徒歩交通を支援するシステムとして、バスと徒歩の統合交通システムの必要
性を提示し、特に、郊外団地での生活支援のためのバスと一体となった仕組みを提案し、ケーススタ
ディを通して利用者と管理者の両面からの評価を試みた。 
第６章では、本研究の成果をまとめるとともに、ここで提案した徒歩交通支援システムが、我が国
の今後の高齢化社会における２つの重要な課題、つまり、都心部のにぎわい再生に必要となる回遊性
の向上と、郊外団地の生活利便性および都心部へのアクセス性の向上に対して、有用な知見を提供し
得ることを結論づけるとともに、その実現に求められる課題についても具体的に提示した。 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 わが国では、モータリゼーション以降、郊外大型店舗やニュータウン建設など自動車中心の都市構
造と社会システムが導入されてきたが、それは中心市街地の衰退や郊外住宅地の空洞化といった現象
をもたらし、さらに高齢化の急速な進行はそれらを加速する傾向にあるため、都心の再生と郊外住宅
地での生活利便性向上のための交通面からのアプローチが喫緊の課題となっている 
そのような背景の下、本研究では徒歩交通の重要性に着目し、都心部においては回遊性向上
への貢献が期待される「動く歩道」による直接的支援、郊外部においてはバスと徒歩を一体的に
とらえた間接的支援の方策を提案し、ケーススタディを通してその有用性を評価するとともに、
今後の実現化に向けた諸課題を明らかにしている。 
論文では、まず、モータリゼーション以降の都心部の賑わい喪失とバス交通の衰退、さらには
少子高齢化の進展を背景にした徒歩交通の位置づけと課題を示した上で、高齢化社会に対応した短
距離交通計画に必要な視点を指摘するとともに、その代表的な課題として、都心回遊に不可欠と
なる「動く歩道」を活用した直接的徒歩支援と、郊外団地の生活支援としてのバスとの統合シス
テムによる間接的支援を取り上げることの重要性を指摘している。 
次に、徒歩交通に関する既往研究のレビューから、これまでの支援方策の導入に関する諸課題
を整理した上で、直接的徒歩支援方策としての「動く歩道」と郊外団地での生活支援のためのバス
と一体となった間接的徒歩支援の仕組みを提案し、それぞれ、ケーススタディを通して、利用者意識
と行動に関する分析およびシステム管理の面からの費用便益分析に基づいて、利用者と管理者の両面
からの評価を試み、その有用性を明らかにしている。 
最後に、これら徒歩交通支援システムが、都心部のにぎわい再生に必要となる回遊性の向上と、郊
外団地の生活利便性および都心部へのアクセス性の向上といった高齢化社会における２つの重要な
課題解決に向けた有用な知見を提供し得ることを結論づけるとともに、その実現に求められる課題に
ついても具体的に提示している。 
以上のように、本研究の成果は、今後の少子高齢化社会における都市と交通システムに有用な知見
を提供し得るものと期待されるとともに、都市計画および交通計画分野の発展に寄与するところが大
きい。よって、本論文の著者は、博士（工学）の学位を受ける資格を有するものと認める。 
